
合計 44,224,758 44,155,000 

11
医療・介護・福祉施設
等物価高騰対策支援
給付金支給事業

主とした収益が診療報酬などの公定価格であり、物価高
騰の影響を価格転嫁できず厳しい経営状況となっている
施設や事業所に対して支援を行いました。

医療・介護・障害者福祉施設等

29法人等　20,355,000円
R7.2 ～ R7.3 20,355,000 20,355,000     

海外情勢等も不安定な状態であり、物価が高騰し続けている中で支援を行うこ
とは地域の医療・介護・福祉施設への継続支援につながった。

　□　効果は非常に高い

　■　効果は高い
　
　□　効果は低い

保健福祉課

12
物価高騰子育て支援
給付金

物価高騰による家庭への負担が大きい子育て世帯への
支援を行いました。

18歳までの子ども１人に対して20,000円を給付

給付金　1,190人×20,000円＝23,800,000円
R7.3 ～ R7.3 23,869,758 23,800,000     

物価が高騰し続けている中で、子育て世帯の生活維持と地域経済の支援につ
ながった。

　□　効果は非常に高い

　■　効果は高い
　
　□　効果は低い

保健福祉課
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　□　効果は非常に高い

　■　効果は高い
　
　□　効果は低い

保健福祉課

物価高騰が続く中で住民税非課税世帯への支援を行い、
低所得の方々の生活維持を図りました。

非課税世帯の子ども１人に対し5万円を給付

給付金総額　25人×50千円＝1,250,000円

R6.2 ～ R7.3
物価高騰に伴う経済活動の低迷が続く中、給付金により町内での消費喚起につ
ながるとともに、物価高騰に対する低所得世帯の生活支援につながった。

　□　効果は非常に高い

　■　効果は高い
　
　□　効果は低い

保健福祉課

8,497,270 

1,416,650 

8,497,270      

1,416,650      

物価高騰が続く中で住民税非課税世帯への支援を行い、
低所得の方々の生活維持を図りました。

均等割のみ課税世帯１世帯に対し10万円を給付

給付金総額　84世帯×100千円＝8,400,000円

R6.7 ～ R6.12

物価高騰に伴う経済活動の低迷が続く中、給付金により町内での消費喚起につ
ながるとともに、物価高騰に対する低所得世帯の生活支援につながった。

R6.2 ～ R6.7

物価高騰に伴う経済活動の低迷が続く中、給付金により町内での消費喚起につ
ながるとともに、物価高騰に対する低所得世帯の生活支援につながった。

　□　効果は非常に高い

　■　効果は高い
　
　□　効果は低い

保健福祉課

物価高騰が続く中で住民税非課税世帯等への支援を行
い、住民生活の維持を図りました。

住民税均等割非課税世帯１世帯に対し３万円を給付

子ども１人につき２万円を給付
R7.3 ～ R7.3

物価高騰に伴う経済活動の低迷が続く中、給付金により町内での消費喚起につ
ながるとともに、物価高騰に対する低所得世帯の生活支援につながった。

　□　効果は非常に高い

　■　効果は高い
　
　□　効果は低い

保健福祉課

94,722,585 

39,301,706 

94,722,585     

39,301,706     

物価高騰が続く中で課税世帯への支援を行い、低所得の
方々の生活維持を図りました。

定額減税により引き切れなかった部分に対し給付金を給
付

給付金総額　93,130,000円

2

3

1

2

低所得世帯支援給付
金（均等割のみ課税）

低所得世帯支援給付
金（子ども加算）

定額減税補足給付金
（調整給付）

低所得世帯支援及び
定額減税補足給付金

支給事業


